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 平素から、佐賀市農業委員会活動に対しましては、格別のご理解と

ご協力を賜り、心からお礼申し上げます。 

さて、一昨年からの新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大

や、本年２月から始まったロシアによるウクライナへの軍事侵攻など

により、世界経済が大きな影響を受け、様々な物資が不足し、一部の

物価が上昇しています。これに伴い、農業資材の価格も高騰し、その

中でも特に、肥料価格は大幅に上昇しており、今後、さらに農業経営

が圧迫されていくことが懸念されます。 

このような中、令和３年６月１８日に閣議決定された規制改革実施

計画の中で、「全ての農業委員会は最適化活動に関する目標を設定し、

農業委員会において評価の上、その結果を公表すること」などが掲げ

られました。 

このほか、農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する法律が本年

５月に成立し、その中では、農業委員会の新たな役割として、「将来の

農地の効率的かつ総合的な利用に関する目標を示した目標地図の素

案を作成すること」が定められました。 

このように、現在、国は、今後の農業課題に対する新たな施策を講

じており、我々農業委員会は、その役割を自覚し、最適化活動をはじ

めとした農業委員会活動に努めて参ります。 

つきましては、今後の農業委員会活動をより効率的かつ効果的に実

施するため、農業委員会等に関する法律第３８条第１項の規定に基づ

き、次の項目について意見書を提出します。 

 

１ 稼げる農業の確立について 

２ 担い手の育成と確保について 

３ 生産基盤づくりについて 

４ 生産者と消費者の相互理解の促進について 

５ 農山村の振興について 

 

令和４年９月３０日  

佐賀市長 坂井 英隆 様 

 

佐賀市農業委員会 

会長 大園 敏明 
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１ 稼げる農業の確立について 

本市の農業は、「米、麦、大豆」による二毛作を中心とした土地利

用型農業が盛んに行われ、全国でも有数の高い土地利用率を誇る一

方で、農家の経営は、「米の需要減少」「米価低迷」「気象条件や病害

虫による品質低下や収量減」「農業資材の価格高騰」などの影響で大

変厳しい状況です。 

このような中、市内の農家からは、「米の販売価格が低迷する中、農

業資材の高騰、特に肥料価格の高騰は農業経営に重くのしかかり、こ

のままではやっていけない」「農業従事者の高齢化や農業資材の価格

高騰など、農業を取り巻く環境は非常に厳しい状況にある。これらの

打開策のひとつとして、集落営農組織や法人組織においては、共同作

業による労働時間の軽減などのコスト削減に向けた取組が必須であ

るため、大型機械の導入に対する支援内容を充実してほしい」「主食用

米の需要が毎年減少傾向にある中、農業所得の低下や農業者の人口減

少・高齢化等が進展しているため、水田農業の高収益化の推進が必要

と考える」「園芸用施設資材費の高騰のため、新設、更新ができない状

況にある。補助率を上げるなどの手だてをとってほしい」「果樹生産に

おいて、現行品種のさらなる振興を望む」などの意見が寄せられてい

ます。 
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このほか、「農業者の人口減少・高齢化が進展しており、労働力確保

のためにスマート農業は必要不可欠である。具体的には、ＪＡの各支

所に自動運転機械（トラクター・コンバイン・田植え機）の配置を行

い、農家からの要請に基づき、ＪＡが農作業の手伝い（サポート）を

行うようなシステムを、行政とＪＡが連携して構築してほしい」「農家

の高齢化が進んでいることに鑑み、効率的な農薬散布が実現できるよ

うにドローン等の導入及び免許取得のための支援策を講じてほしい」

「消費者から選ばれる農産物（銘柄）の振興を図ってもらいたい」「日

本の人口が減少する中、コメ等の消費量も減少の一途をたどっている。

海外への販路拡大を図るなど、農産物の輸出に力を注いでほしい」な

どの意見も寄せられています。 

以上のことから、次の施策の措置等をお願いします。 

 

（１）農業資材購入に対する支援策の応急的な措置 

（２）水田農業の高収益化に向けた施策の推進 

（３）園芸用施設の新設・更新に対する支援の充実 

（４）果樹生産のさらなる振興 

（５）スマート農業のさらなる推進 

（６）市農産物のブランド化及び販路拡大の取り組み強化 
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２ 担い手の育成と確保について 

近年、農業者の数は、年々減少傾向にあり、加えて、農業者の年齢

構成は高年齢層の割合が上昇しています。今後、高齢農業者のリタイ

アが増加すると見込まれることから、後継者のいない農家が所有する

農地について、担い手による有効活用を図るとともに、将来における

地域農業を支える人材となる青年層の新規就農者の確保や、農地の安

定的な受け皿となる法人組織の育成を促進することが喫緊の課題と

なっています。 

このような中、市内の農家からは、「担い手の高齢化に伴い、このま

までは５～６年後には耕作放棄地が発生するような状況である。そこ

で、期待されるのが農業法人の設立であるが、担い手となる者にとっ

て切実な問題は所得である。他産業と遜色のない給与・社会保障が必

要条件となる。これらの条件をクリアする農業法人の設立・運営の支

援をお願いする」「集落営農組織の法人化のメリットを分かりやすく

説明する必要がある。集落間の垣根を払拭して複数の集落営農組織を

統合し、広域の法人設立を推進してほしい」「共同乾燥調製施設を核と

した営農組織の設立・法人化を進め、そこで施設更新のための積み立

てなどに取り組むと共に、地区ごとの効率的な土地利用計画を立てる

必要があると考える」「今後、農協自らが地域農業の担い手として農業
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生産に関わらざるを得ないと思う。全国的には、地域の農地を守るた

めの最後の受け皿として、ＪＡ出資型農業生産法人が増加していると

聞く。ＪＡ等と連携を図り、ＪＡ出資型農業生産法人の設立に向けた

取り組みを望む」「集落の機械利用組合でコンバイン等を１０年前導

入して活用してきたが、機械利用組合の自己資金での更新は厳しい状

況であるため、行政の支援をお願いする」「認定農業者にならなくても、

農業機械導入の支援が受けられるような制度があれば、もっと就農者

が増えると思う」「担い手が減少していく山間部に不安を感じている。

農業生産が少しでも楽しめるように、知識と技術の提供に力を入れて

欲しい」などの意見が寄せられています。 

以上のことから、次の施策の推進等をお願いします。 

 

（１）広域農業法人（集落営農組織を統合した法人、共同乾燥調製

施設を核とした法人等）の設立に向けた取組の推進 

 （２）ＪＡ出資型農業生産法人の設立に向けたＪＡとの検討 

 （３）担い手の農業機械の更新に対する支援策の拡充 

 （４）兼業農家などの小規模経営農家の農業機械等の導入・更新に

対する支援策の検討 

 （５）中山間地域に重点を置いた担い手の育成・確保に向けた取組

の強化 
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３ 生産基盤づくりについて 

本市では、これまで、農業生産基盤の整備が進められてきました

が、近年、それらの施設等の老朽化が問題となっています。 

また、農作物への有害鳥獣被害に対する対策につきましては、ワイ

ヤーメッシュ侵入防止柵等の整備や捕獲活動などが行われています。 

このほか、多くの地域では多面的機能支払制度や、中山間地域では

中山間地域等直接支払制度などを活用して農村の環境維持活動に取り

組まれています。 

このような中、市内の農家からは、「農地の排水が悪くなっているた

め、麦の収穫量が減少している。早急に暗渠排水設備の改修をしてほし

い」「土地改良区のほうで、暗渠排水設備の改修工事が行われているが、

工事の進捗が遅れている。その要因のひとつとして、予算も関係してい

るようであるため、佐賀市として、予算面での支援の強化を図ってほし

い」「農業用排水路の法面崩落が随所で起きている。法面の草刈り作業

を行う際に水路への転落の危険があるため、クリーク防災機能保全対策

事業の進捗率の向上に向けた取組の強化を図ってほしい」「山間部では、

狭小で不整形な農地も多くあり、高齢農家への負担増加と、若い担い手

が敬遠する要因となっているため、農地の基盤整備等が必要である」と

いった意見が寄せられています。 
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このほか、「カモ、カラスの数が増加し、麦の被害が増えている」「イ

ノシシ、小動物（タヌキ、ハクビシン等）に対する有害鳥獣対策を強化

してほしい」「有害鳥獣の被害により、生産意欲が下がるので、早急な

対策をお願いする」「イノシシによる農作物への被害が拡大している。

頭数が減少しなければ、中山間地域の農業発展はない」「カモ、カラス

への被害防御策として、従来の黒いビニール旗等では効果が薄れている。

光や音を出すなどの防御策が有効と考えるため、これらの防御策に対す

る助成金等の創設をお願いする」「集落内の農地の中には、不整形な農

地や小規模な農地が点在しており、大型農業機械による耕作が困難であ

ることから、近年、耕作放棄地化してきている。このような耕作が不便

な集落内の農地については、今後、農業を振興していく農地とは言えな

いため、農振農用地から除外してほしい」といった意見も寄せられてい

ます。 

以上のことから、次の施策の促進等をお願いします。 

 

（１）土地改良区等と連携し、老朽化した暗渠排水設備更新のさら

なる促進 

（２）県等と連携し、クリーク防災機能保全対策事業の進捗促進に

向けた取組強化 

 （３）中山間地域の基盤整備の検討・推進 
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（４）地域の被害状況に応じた有害鳥獣対策のより一層の取組強化 

（５）地域農業者が行う有害鳥獣対策に対する助成金創設の検討 

（６）集落内の耕作不便な農地の農振農用地からの除外 

４ 生産者と消費者の相互理解の促進について 

近年、食の安全・安心に対する消費者の関心が高まる中、市内の農

家は、消費者に安心して食べてもらえる農産物の生産に努めており、

市内のスーパーや農産物直売所では、地元農産物の販売が積極的に行

われています。 

また、下水浄化センターの下水道由来の堆肥などの活用も普及して

きており、環境にやさしい農業が展開されています。 

このような中、市内の農家からは、「市北部エリアには国道２６３号

線などがあり、県外からの人の出入りも多い。もっと大胆に米の地元

消費に力を入れるべきである」「現在、肥料については、価格高騰に加

え、調達も困難な状況になりつつあるため、農産物生産者と畜産業者

との結びつきを強化してほしい。化成肥料から堆肥の活用へシフトす

る時期にある」「地力維持を考え、堆肥の積極的な散布と、堆肥の供給

体制・散布体制の確立が必要である。一例として、競馬場の馬糞を農

地に散布して有効活用していると聞いたことがある」といった意見が

寄せられています。 
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以上のことから、次の施策の推進等をお願いします。 

 

（１）市産米に対する地産地消のより一層の推進 

（２）堆肥等を活用した環境にやさしい土づくりの推進 

５ 農山村の振興について 

農山村地域では、人口減少と高齢化が進行しており、このことが地

域経済の低迷や小規模集落、高齢者集落の増加による地域活力の低下

を招いています。 

また、圃場整備が完了又は実施中の地区において、農業生産基盤は

整備されていますが、生活基盤である集落内の環境は未整備のところ

があります。将来にわたって、安心して豊かに暮らせる農村づくりの

ため、集落内の狭小な道路や、圃場整備により枯渇した集落内の水路

の環境整備を行い、生活環境を改善していくことが必要です。 

このような中、市内の農家からは、「圃場整備事業の地区外となった

集落内の水路については、周辺の水路が低い位置に施工されるため保

水力が低下する。防災の面からも早急な対応が必要である。圃場整備

事業の地区外の水路整備を早急に実施してほしい」「クリークの水は、

冬場に減水する。極端な減水は、防火用水として使用できなくなる。

冬場の水が確保できるように指針等を定めてほしい」「集落内に傷ん

だ道路が見受けられる。これらの補修促進を図ってほしい」「中山間地
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域の豊かな自然環境の中での生活の維持と、豊かな自然環境を活かし

た農業の持続を目指して、国県が主導して進めてほしい」といった意

見が寄せられています。 

このほか、「水路に、特定外来種（ナガエツルノゲイトウ等）が繁茂

し、水の流れを悪くしており、大雨時の内水氾濫も十分に考えられる

ので、早急に除去してほしい」「ジャンボタニシによる水稲への被害が

長年続いており、毎年、その駆除に苦慮している」といった意見も寄

せられています。 

以上のことから、次の施策の実施等をお願いします。 

 

（１）安全・安心・快適な生活環境の整備に向けて、農村集落内の水

路整備や道路の適切な維持管理・補修等の実施 

（２）豊かな自然環境などを活かした中山間地域の活性化に向けた

取組促進 

（３）水路で繁殖している特定外来植物の早期除去、並びに効果的

な駆除方法の検討 

（４）農家が行うジャンボタニシの駆除に対する助成金等の検討、

並びに効果的な駆除方法の検討 

  


